大阪府立図書館条例の改正（概要）

教育委員会事務局市町村教育室地域教育振興課
■改正の理由

(1)　社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律（平成24年法律第68号。平成24年８月22日公布、平成26年４月１日ほか施行）第２条の規定による消費税法の改正及び社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律（平成24年法律第69号。平成24年８月22日公布、平成26年４月１日ほか施行）第１条の規定による地方税法の改正による消費税率及び地方消費税率の引き上げ（現行：消費税率4.0％＋地方消費税率1.0％＝5.0％→引き上げ後：消費税率6.3％＋地方消費税率1.7％＝8.0％）に伴い、大阪府立図書館の会議室、ホールの使用料を一部改正する。

(2)　大阪府立図書館の施設管理業務等について、より効果的・効率的な施設運営をおこなうため、平成27年４月１日から大阪府立中央図書館において、施設管理業務等の一部について指定管理者制度を導入し、併せて会議室、ホール及び駐車場の使用料を利用料金制とする。

■改正の内容

　(1)　本条例で設定している大阪府立中央図書館の会議室及びホールの使用料を一部改正する。

　　　（例）　大会議室（全室使用）午前の使用料　現行：7,600円　　改正後：7,800円
(2)　平成27年４月１日から大阪府立中央図書館の施設管理業務等の一部について指定管理者制度を導入するため、指定管理者に係る条項を追加する。
■施行期日

　平成26年４月１日

　（理由）・同日に消費税率引上げの法改正が施行されるため。
・平成26年度において指定管理者を選定し、平成27年４月１日から事業を行うため。
■政策アセスメント・制度間調整

　大阪府立図書館利用規則（昭和49年教育委員会規則第６号）、大阪府立図書館処務規則（昭和49年教育委員会規則第７号）及び大阪府立図書館処務規程（昭和49年教育委員会教育長訓令第７号）の改正調整中
